
上記事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、書面交付請
求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆
様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送り
いたします。

第31期定時株主総会招集ご通知
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

■事業報告

　新株予約権等の状況

　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

■計算書類

　株主資本等変動計算書

　個別注記表

（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

株式会社イメージ・マジック



第 ４ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2019年８月27日

新 株 予 約 権 の 数 195,000個　
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 195,000株
（新株予約権１個につき １株）　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 400円
（１株当たり 400円）　

権 利 行 使 期 間 2019年８月31日から
2029年７月30日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保有状況

監査等委員では
な い 取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 195,000個
目的となる株式数 15,000株
保有者数 １名　

監査等委員では
ない社外取締役

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

監査等委員であ
る 取 締 役

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

新株予約権等の状況
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況

（注） 権利行使の詳細な条件については、当社と割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に
定めるところによります。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ⅰ．取締役は、社会倫理、法令、定款及び各種社内規程等を遵守するとともに、「経営理念」

に基づいた適正かつ健全な企業活動を行うとともに、これらの社内浸透と遵守徹底を図
る。

ⅱ．監査等委員会による取締役会の監査を通じ、取締役の職務執行が法令、定款、社内規則及
び社会規範に適合することを確保する。

ⅲ．リスクマネジメント委員会及びコンプライアンス委員会等を開催し、問題点の発見、把
握、解決や内部通報対応に取り組む。

ⅳ．コンプライアンス意識の徹底・向上を図るための方策として、取締役及び従業員を対象と
した、コンプライアンスの基本や業務上必須な情報管理等に関する研修会を実施し、継続
的な教育・普及活動を行う。

ⅴ．内部監査担当は、内部監査の結果及び内部統制報告制度の評価結果を定期的に代表取締役
及び監査等委員会に報告する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報は、「文書管理規程」により適切に管理し、関係者が必要に
応じて閲覧できる体制とする。また、必要に応じて運用状況の検証、規程等の見直しを行う。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ⅰ．リスク管理の基本事項を定めた「リスク管理規程」に従い、リスクマネジメント委員会を

設置し、各リスクについて網羅的、体系的な管理を実施する。
ⅱ．不測の事態が発生した場合には、代表取締役の指揮下に対策本部を設置して迅速な対応を

行い、損失の拡大を最小限にとどめる体制を整える。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ．「取締役会規程」を遵守し、社外取締役を含む取締役から構成される取締役会を月１回定

時に開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。
ⅱ．中期経営計画及び年次計画を策定し、職務の効率的な執行が可能な体制作りを行う。
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ⅲ．上記計画に基づく各部門の目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差異分析を通
じて計画の達成を図る。

ⅳ．意思決定の迅速化のため、「組織規程」「業務分掌規程」及び「職務権限規程」等の社内
規程を整備し、役割、権限、責任を明確にする。

⑤ 財務報告の信頼性を確保するための体制
ⅰ．金融商品取引法その他の関係法令に基づき、有効かつ適切な内部統制の整備及び運用する

体制を構築する。
ⅱ．財務報告に係る内部統制が適切に機能することを継続的に評価し、必要に応じて是正措置

を行う。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指
示の実効性の確保に関する事項
ⅰ．監査等委員会の業務を補助すべき使用人を置くこと及び置く場合の員数については、監査

等委員会と取締役会の協議の上で決定する。
ⅱ．当該使用人の人事評価、人事異動等については、監査等委員会の同意を要するものとし、

当該使用人の取締役からの独立性及び監査等委員会の指示の実効性を確保する。

⑦ 取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関
する体制

ⅰ．監査等委員は、必要に応じて、一切の社内会議に出席する権限を有する。
ⅱ．監査等委員会の要請に応じて、取締役及び使用人は、事業及び内部統制の状況等の報告を

行い、内部監査室は内部監査の結果を報告する。
ⅲ．取締役及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、又は会社に著しい損害

を及ぼす恐れのある事実を知ったときには、速やかに監査等委員会に報告する。
ⅳ．監査等委員会に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱を受けな

いことを保障する。

⑧ その他監査等委員会による監査の実効性を確保するための体制
ⅰ．監査等委員会は、定期的に代表取締役との会合を開き、意見交換や情報交換を行う。
ⅱ．監査等委員会は、内部監査担当との情報交換を行うとともに、職務の実効性を上げるた
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め、必要に応じて協働体制をとる。
ⅲ．監査等委員が職務の執行のために合理的な費用の支払いを求めたときは、これに応じる。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
　取締役会は、原則月１回の定例取締役会の他、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、業
務執行に関する重要事項の意思決定の他、業績の進捗状況等その他の業務上の報告を行い情報を
共有するとともに、取締役の職務の執行を監督しております。
　監査等委員は、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表
取締役及び他の取締役、内部監査室、監査法人との間で意見交換を実施し、情報交換の連携を図
っております。
　内部監査室は、内部監査計画書に基づき、当社の各部門の業務執行、会計処理及び内部統制監
査を行っております。
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(2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで)

株 主 資 本

樹
純資産合計資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰
余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 309,842 464,705 19,371 484,076 1,014,754 1,014,754 △107 1,808,567 1,808,567

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 38,121 38,121 38,121 76,242 76,242

剰 余 金 の 配 当 △71,542 △71,542 △71,542 △71,542

自己株式の取得 △87,272 △87,272 △87,272

当 期 純 利 益 329,881 329,881 329,881 329,881

当 期 変 動 額 合 計 38,121 38,121 － 38,121 258,338 258,338 △87,272 247,308 247,308

当 期 末 残 高 347,963 502,827 19,371 522,198 1,273,093 1,273,093 △87,379 2,055,875 2,055,875

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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建物 ３年～18年
機械及び装置 ４年～10年
工具、器具及び備品 ２年～10年
車両運搬具 ２年～７年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

② 棚卸資産
商品、製品、原材料、仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）
貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ただし、サービス提供目的のソフトウエアについては見込有効期間（３
年）に基づく均等配分額を計上する方法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率に基づき、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 商品保証引当金 販売したハードウエアの返品による交換費用の発生に備えるため、過去
の実績に基づく見積額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
① 商品及び製品 商品及び製品の販売については原則として商品及び製品の引渡時点にお

いて顧客が当該商品及び製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足さ
れると判断しているため、主として商品及び製品の引渡時点で収益を認
識しております。なお、商品及び製品の国内の販売において、出荷時か
ら当該商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期
間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
ただし、顧客による検収を要する場合については、顧客へ引渡後、顧客
が検収した時点で履行義務が充足されると判断しているため、顧客が検
収した時点で収益を認識しております。

② 保守サービス等 保守サービス売上は、主に商品及び製品並びにシステムの保守であり、
顧客との保守契約に基づいて保守サービスを提供する履行義務を負って
います。当該保守契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引
であり、履行義務の期間に応じて収益を認識しております。
また、インターネットを経由して提供するクラウドサービスについて
は、顧客から月額利用料金を収受しております。当該サービスを提供す
る期間にわたり履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する
期間に応じて収益を認識しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。
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商品及び製品 186,810千円
仕掛品 40,799千円
原材料及び貯蔵品 183,188千円

３. 表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取利息」は、金額的重要性が増
したため、当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業年度の「受取利息」は63千円でありま
す。
　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「消費税等差額」は、金額的重要性
が増したため、当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業年度の「消費税等差額」は924千円で
あります。

４. 会計上の見積りに関する注記
　棚卸資産の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法

　棚卸資産の評価は、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの
方法により算定）を採用しており、棚卸資産の評価を実施する際に、個別品目単位ごとに評価判定を実
施しております。営業循環過程から外れた滞留在庫については、収益性の低下の事実を反映するため処
分見込価額まで帳簿価額を減額し、当該減少額を棚卸資産評価損として売上原価に計上しております。

②主要な仮定
　営業循環過程から外れた滞留在庫の識別に用いた主要な仮定は、棚卸資産の滞留期間又は回転期間で
す。なお、当該識別は、棚卸資産の滞留期間又は回転期間の実績、需要動向等を総合的に勘案して判断
しております。

③翌事業年度以降の計算書類に与える影響
　市場環境が悪化して営業循環過程から外れた滞留在庫が大幅に増加した場合には、翌事業年度の計算
書類において、追加で棚卸資産評価損を計上する可能性があります。
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有形固定資産 1,046,062千円
無形固定資産 52,573千円
減損損失 52,325千円

   有形固定資産の減価償却累計額 667,120千円

　固定資産の減損
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法

　当社は、事業用資産については全社でグルーピングを行い、遊休資産については個別資産ごとにグル
ーピングを行っております。資産グループに係る減損の兆候を把握するため、「固定資産の減損に係る
会計基準」に従って検討を行っております。
　減損の兆候がある資産については減損の認識の判定を行い、減損損失を認識すべきと判定する場合、
帳簿価額を回収可能価額まで減額することにより減損損失を計上しております。回収可能価額は正味売
却価額と使用価値のうち、いずれか高い方の金額で測定しており、使用価値は将来キャッシュ・フロー
を割り引いて算出しています。

②主要な仮定
　将来キャッシュ・フローについては、事業計画を基礎として算定しております。主要な仮定として、
事業計画における売上高の成長率や費用の予測等が含まれております。

③翌事業年度以降の計算書類に与える影響
　減損損失の認識に当たっては、将来の収益性等を慎重に検討しておりますが、将来予測に関する見積
りについては不確実な経営環境の変動等により、回収可能価額が減少し、翌事業年度における減損損失
の発生に重要な影響を与える可能性があります。

5. 貸借対照表に関する注記

6. 損益計算書に関する注記
該当事項はありません。
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株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数

普 通 株 式 2,384,812株 187,423株 －株 2,572,235株

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数

普 通 株 式 56株 60,000株 －株 60,056株

決 議 株 式 の 種 類 配 当 金 の
総 額

1 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 5 年 １ 月 2 0 日
取 締 役 会 普通株式 71,542千円 30円 2024年12月31日 2025年3月14日

決 議 株式の種類 配 当 の 原 資 配 当 金 の
総 額

1株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年１月19日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 80,389千円 32円 2025年12月31日 2026年3月13日

普通株式 24,037株

7. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

（注）発行済株式数の増加は、ストック・オプションの行使によるものであります。

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得60,000株による増加分であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

(4) 当事業年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数
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繰延税金資産
減価償却超過額 6,642千円
減損損失 31,865千円
固定資産除却損 3,941千円
原材料評価損 4,084千円
商品評価損 8,898千円
貸倒引当金 8,191千円
商品保証引当金 2,121千円
資産除去債務 23,562千円
未払費用 34,000千円
未払事業税 8,734千円
未払事業所税 2,686千円
その他 7,437千円

繰延税金資産小計 142,166千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △66,465千円

評価性引当額小計 △66,465千円
繰延税金資産合計 75,701千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △16,156千円
繰延税金負債合計 △16,156千円
繰延税金資産の純額 59,545千円

8. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

9. リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造設備等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース
契約により使用しております。
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貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 長期借入金（※２） 155,004千円 154,448千円 △555千円

② リース債務（※２） 7,121 6,939 △181

合計 162,125 161,387 △737

10. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社は、事業を行うための資金計画に照らして、主に銀行借入により資金を調達しております。資金運用
については短期的な預金等に限定しております。また、デリバティブ取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。
　借入金及びリース債務は、主として設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決
算日後３年５か月であります。このうち一部は金利の変動リスクに晒されております。

③金融商品に係るリスク管理体制
信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　営業債権について、取引相手ごとに期日及び残高を管理しております。
資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持など
により流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株
式等は含めておりません。
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貸借対照表計上額

出資金 10千円

区 分
時 価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

長 期 借 入 金 －千円 154,448千円 －千円 154,448千円

リ ー ス 債 務 － 6,939 － 6,939

（※１）「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」については、現金及び短期間で決済されるた
め、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※２）長期借入金及びリース債務は、１年内返済予定長期借入金及び流動負債のリース債務を含みます。
（※３）市場価格のない株式等

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期借入金及びリース債務
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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オ ン デ マ ン ド
プ リ ン ト ソリューション 合 計

一時点で移転される財またはサービス 8,539,661千円 759,406千円 9,299,068千円

一定の期間にわたり移転されるサービス － 102,976 102,976

顧客との契約から生じる収益 8,539,661 862,382 9,402,044

外部顧客への売上高 8,539,661 862,382 9,402,044

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 454,244千円 497,945千円

契約負債 52,652 72,662

11. 関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

12. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社は、オンデマンドプリントソリューション事業を営む単一セグメントであり、主要な顧客との契約か
ら生じる収益をサービス区分に分解した情報は、次のとおりであります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　１．重要な会計方針に係る事項に関する注記「(4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
　当事業年度における顧客との契約から生じた債権及び契約負債の期首及び期末残高は、次のとおりであり
ます。なお、貸借対照表上、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」に、契約負債は「前受金」に含まれ
ております。

　契約負債は主に、商品又は製品の引渡前又は役務提供の完了前に顧客から受け取った対価であり、主とし
て前受金の受取り（契約負債の増加）と収益認識（同、減少）により生じたものであります。
　当事業年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、47,472千円であ
ります。
　当社においては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残
存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

－ 14 －



(1) １株当たりの純資産額 818円36銭
(2) １株当たりの当期純利益 135円12銭

13. １株当たり情報に関する注記

14. 重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）
　当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、会社法第459条第１項及び当社定款第40条の規定に
基づき、自己株式取得に係る事項を決議しました。

１．自己株式の取得を行う理由
　株主還元及び資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行のた
め、自己株式の取得を行うものであります。

２．取得に係る事項の内容
(1）取得する株式の種類　　　　　　当社普通株式
(2）取得する株式の総数　　　　　　60,000株（上限）
(3）株式の取得価額の総額　　　　　150,000,000円（上限）
(4）取得期間　　　　　　　　　　　2026年２月16日～2026年７月31日
(5）取得方法　　　　　　　　　　　東京証券取引所における取引一任契約に基づく市場買付

15. その他の注記
　該当事項はありません。
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